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●道内経済の動き�

●雇用の現状について�

●グリード資本主義の終焉ー我々はどこへ行くのかー�
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最近の道内景気は、弱い動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、食料品やガソリンなど生活必需品の高止まりによる家計防衛意識から弱めの動

きとなっている。設備投資は、大手製造業の能力増強投資を中心に堅調に推移している。住

宅投資は、建築基準法改正の影響が薄れ、低水準ながら持ち直している。

生産活動は弱めの動きとなっている。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなどやや

弱い動きとなっている。企業倒産は、件数、負債総額ともに増加した。
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①個人消費～弱い動き

９月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲６．７％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲５．４％）は、秋物衣料品

などが低調で、１５ヶ月連続で前年を下回っ

た。スーパー（同▲７．３％）は、衣料品や身

の回り品などが減少し、１５ヶ月連続で前年を

下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋６．０％）

は、５ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～足元増加しているも、低水準

９月の新設住宅着工戸数は、３，８０１戸（前

年比＋４０．３％）と昨年の改正建築基準法施行

の反動増もあり、２ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋５２．５％）、

持家（同＋１５．１％）、分譲（同＋８６．７％）全

てが前年を上回った。

４～９月の着工戸数累計では、２４，０５６戸

（前年同期比▲３．５％）となり、持ち直している

ものの前年を下回っている。貸家（同＋３．０％）

は前年を上回ったが、持ち家（同▲２．６％）

と分譲（同▲２８．３％）は前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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有効求人倍率� 新規求人数（右目盛）�
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③鉱工業生産～生産は弱含み

９月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、化学工業などが上昇したものの、石油・

石炭製品工業や電気機械工業などが低下し

た。

前月比では▲２．７％と２ヶ月連続で低下

し、前年比では横ばいとなった。

④公共投資～低調に推移

９月の公共工事請負金額は、７８４億円（前

年比＋６．５％）と３ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、道（前年比▲１１．３％）は減

少したが、国（同＋１８．７％）および市町村

（同＋１２．８％）が増加した。

４～９月までの累計では請負金額５，９３０億

円（前年同期比▲４．４％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢～やや弱い動き

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４７倍となり、前月比では＋０．０２ポイント

の上昇、前年比では０．０８ポイントの低下とな

った。

新規求人数は、前年比▲５．２％と７ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では医療・福祉

（前年比＋３０．７％）や運輸業（同＋０．４％）な

どは増加したが、サービス業（同▲１８．９％）

や卸売・小売業（同▲１５．６％）などが減少し

た。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～４ヶ月連続で前年を下回る

９月の来道客数は、１，２３２千人（前年比

▲５．２％）と４ヶ月連続で前年を下回った。

４～９月の累計来道客数は、国内観光需要

の落込みもあり、６，７９４千人（前年同期比

▲３．４％）と前年を下回っている。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに増加

９月の道内貿易額は、輸出が前年比２０．５％

増の３４３億円、輸入が同４８．６％増の１，７１１億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や一般機械などが

増加し、１１ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石炭などが増加し、

１３ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数・負債総額ともに増加

１０月の企業倒産は、件数は５８件（前年比＋

２３．４％）と前年を上回り、負債総額も１９２億

円（同＋５６．９％）と前年を上回った。

業種別では、公共工事削減や原材料価格の

上昇の影響を受けている建設業が１９件と最も

多く、続いて小売業（１１件）、製造業（９

件）となった。

４～１０月までの累計では、件数が４３５件

（前年同期比＋２１．８％）、負債総額１，３３７億円

（同＋３１．４％）と前年を大幅に上回ってい

る。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（「過剰企業」－「不

足企業」）はマイナス２となった。前年

同期より４ポイント上昇し、従業員の不

足感は幾分弱まった。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針では、業種によりバラ

ツキがあるものの「増員」する企業と

「減員」する企業が同率となり、ここ数

年みられた人員確保の動きは一服した。

来年度の新規採用を実施する企業（２７％）

は、景気の先行きが不透明なことから前

年同期より５ポイント低下し慎重感を増

している。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
雇用の現状について

判断時点
平成２０年１０月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」－「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域

全 道 ４７０ １００．０％

札幌市 １８１ ３８．５ 道央は札幌市を除く石狩、後志、
胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０７ ２２．８

道 南 ３９ ８．３ 渡島・檜山の各支庁

道 北 ５８ １２．３ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部

道 東 ８５ １８．１ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率

全 産 業 ８００ ４７０ ５８．８％

製 造 業 ２２０ １２９ ５８．６

食 料 品 ７５ ３８ ５０．７

木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９

鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３３ ６６．０

そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３６ ６０．０

非 製 造 業 ５８０ ３４１ ５８．８

建 設 業 １８０ １１０ ６１．１

卸 売 業 １００ ６６ ６６．０

小 売 業 １２０ ７１ ５９．２

運 輸 業 ７０ ３４ ４８．６

ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２４ ８０．０

その他の非製造業 ８０ ３６ ４５．０

特別調査

従業員の不足感、幾分弱まる
雇用の現状について

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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1 従業員の過不足感

「不足」企業（２３％）が「過剰」企業（２１％）を上回る。DI（△２）は前年比４ポイント上

昇。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 ２１ ２１ １８ ３６ １５ １９ ２１ ２４ ２４ １９ １２ ２１ ２２

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （２１）（２１）（１８）（３６）（１５）（１９）（２１）（２４）（２４）（１９）（１２）（２１）（２２）

適 正 で あ る ５６ ５９ ５５ ５５ ５８ ６７ ５５ ５２ ６４ ５２ ７０ ３７ ４２

不 足 ２３ ２０ ２７ ９ ２７ １４ ２４ ２４ １２ ２９ １８ ４２ ３６

（や や 不 足） （２３）（１９）（２４）（９）（２７）（１４）（２４）（２４）（１２）（２９）（１５）（４２）（３６）

（か な り 不 足） （０）（１）（３）（－）（－）（－）（０）（－）（－）（－）（３）（－）（－）

雇 用 人 員 判 断 DI △２ １ △９ ２７ △１２ ５ △３ ０ １２ △１０ △６ △２１ △１４

昨年同時期の雇用人員判断DI △６ △８ △２５ ４ △３ ０ △５ ４ △４ △１１ △１２ △１０ △１３

従業員過不足感DI

特別調査

― ５ ―― ５ ―
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男女別の過不足感

男性（△３）、女性（△８）ともに

不足感。

職種別の過不足感

即戦力となる営業販売職（△２０）、技能職（△１６）

の不足感が強い。

情報機器の習熟者

パソコンなどを使いこなせる人材は大幅なマイナス（△２３）、全業種で不足感が強い。

地域別の過不足感

道央（△９）では不足感、道東（＋５）では過剰感が強い。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 ２ １ － － － ３ ２ ３ ２ ３ － － ３

（か な り 過 剰） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（－）（－）（－）（－）（－）（３）
（や や 過 剰） （２）（１）（－）（－）（－）（３）（２）（３）（２）（３）（－）（－）（－）
適 正 で あ る ７３ ７１ ５７ ８１ ８２ ６９ ７４ ８８ ６６ ６８ ７９ ６５ ６０

不 足 ２５ ２８ ４３ １９ １８ ２８ ２４ ９ ３２ ２９ ２１ ３５ ３７

（や や 不 足） （２３）（２６）（３８）（１４）（１８）（２８）（２２）（８）（２９）（２６）（２１）（３１）（３７）
（か な り 不 足） （２）（２）（５）（５）（－）（－）（２）（１）（３）（３）（－）（４）（－）
雇 用 人 員 判 断 DI △２３ △２７ △４３ △１９ △１８ △２５ △２２ △６ △３０ △２６ △２１ △３５ △３４

昨年同時期の雇用人員判断DI △３０ △３５ △４２ △４３ △１８ △３７ △２８ △１４ △３８ △３６ △２９ △３０ △３５

（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
過 剰 ２０ １８ １８ ２４ ２６

（かなり過剰） （－） （－） （－） （－） （－）
（や や 過 剰） （２０） （１８） （１８） （２４） （２６）
適 正 で あ る ５７ ５５ ６４ ５４ ５３

不 足 ２３ ２７ １８ ２２ ２１

（や や 不 足） （２２） （２７） （１８） （２２） （２１）
（かなり不足） （１） （－） （－） （－） （－）
雇用人員判断DI △３ △９ ０ ２ ５

昨年同時期の雇用人員判断DI △１１ △１２ １７ ０ △５

（単位：％）

（項 目） 男 性 女 性

過 剰 ２０ ９

（かなり過剰） （０） （０）
（や や 過 剰） （２０） （９）
適 正 で あ る ５７ ７４

不 足 ２３ １７

（や や 不 足） （２２） （１６）
（かなり不足） （１） （１）
雇用人員判断DI △３ △８

昨年同時期の雇用人員判断DI △６ △６

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他
過 剰 １２ １０ １２ １１

（かなり過剰） （－） （１） （１） （－）
（や や 過 剰） （１２） （９） （１１） （１１）
適 正 で あ る ７９ ６０ ６０ ８１

不 足 ９ ３０ ２８ ８

（や や 不 足） （９） （２９） （２７） （８）
（かなり不足） （０） （１） （１） （０）
雇用人員判断DI ３ △２０ △１６ ３

昨年同時期の雇用人員判断DI ４ △２１ △１６ ２

特別調査

― ６ ―― ６ ―
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6

7

今後の雇用方針

製造業（＋７）は人員確保の動き、非製造業（△３）は人員削減の動き。

増員の理由と雇用形態（該当企業７１社）

理由は「人手不足への備え」、雇用形態は「正社員」とする企業が多数。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�人員を増加する １６ ２２ ３２ ５ ２１ ２２ １３ １３ ５ １５ １８ ４ ２８

�現状維持する ６８ ６３ ６３ ７２ ６４ ５９ ７１ ６６ ８４ ６９ ７０ ７４ ５８

�人員を削減する １６ １５ ５ ２３ １５ １９ １６ ２１ １１ １６ １２ ２２ １４

雇用方針判断DI ０ ７ ２７ △１８ ６ ３ △３ △８ △６ △１ ６ △１８ １４

昨年同時期の雇用方針判断DI ６ １０ １８ △４ １０ １１ ４ △３ ６ ５ １１ ０ １８

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�将来の人手不足への備え ５１ ５０ ５０ － ４３ ６３ ５１ ６９ ３３ ３０ ３３ １００ ６０

�既存事業の拡大・強化 ４１ ３９ ４２ １００ ５７ １３ ４２ ３９ ６７ ３０ ３３ １００ ５０

�売上増加傾向 ２３ ３２ ４２ － １４ ３８ １６ １５ ３３ ３０ １７ － －

�新規事業参入 ９ １４ ８ １００ １４ １３ ５ － － １０ － － １０

�その他 ６ ４ － － １４ － ７ ８ ３３ － １７ － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ８９ ８６ ６７ １００ １００ １００ ９１ ８５ １００ ９０ １００ １００ ９０

�パート・アルバイト ２７ ３２ ５８ － １４ １３ ２３ ２３ ３３ ３０ １７ － ２０

�派遣社員 ６ １４ １７ － － ２５ － － － － － － －

特別調査

― ７ ―― ７ ―
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減員の理由と雇用形態（該当企業７２社）

理由は「売上減少」が最多、雇用形態は「正社員」とする企業が多数。

来年度の新規採用計画

「採用する」企業（２７％）は、前年比５ポイント低下。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�売上減少傾向 ６８ ６５ １００ ７５ ５０ ５７ ６９ ７８ ５７ ３６ ７５ １００ ８０

�合理化・効率化 ４６ ５３ １００ ７５ ５０ ２９ ４４ ３０ ５７ ６４ ２５ ２０ ８０

�退職者の増加（自然減） ３２ ２９ － ２５ ２５ ４３ ３３ ２２ ７１ ３６ ２５ ４０ ２０

�事業縮小 １３ ２４ － ２５ － ４３ ９ １３ － ９ ２５ － －

�その他 － － － － － － － － － － － － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ８０ ７５ － １００ ７５ ８６ ８２ ８５ ８０ ７３ １００ １００ ６０

�パート・アルバイト ３５ ３８ １００ ３３ ２５ ２９ ３４ ２０ － ５５ ２５ ４０ ８０

�派遣社員 ８ １９ ５０ － ２５ １４ ４ － ２０ － － ２０ －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

採 用 す る ２７ ２８ ２７ １０ ３４ ３３ ２６ ２７ ２３ ３０ ９ ３４ ３１

（多く採用する） （５）（３）（５）（－）（－）（６）（５）（７）（５）（７）（６）（－）（－）
（ほ ぼ 同 数） （１７）（１９）（１６）（１０）（２５）（２２）（１６）（１７）（１４）（１９）（３）（１７）（２５）
（少 な く 採 用） （５）（６）（６）（－）（９）（５）（５）（３）（４）（４）（－）（１７）（６）
採 用 し な い ４６ ３９ ３５ ５７ ３１ ３９ ４８ ５０ ５５ ４３ ５６ ４４ ３６

未 定 ２７ ３３ ３８ ３３ ３５ ２８ ２６ ２３ ２２ ２７ ３５ ２２ ３３

昨年同時期の採用する企業 ３２ ３５ ３４ ２３ ４０ ３９ ３１ ３１ ３２ ３３ １０ ５０ ３３

来年度の新規採用企業数（％）

特別調査

― ８ ―― ８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４９／本文／００４～００８　特別調査  2008.11.17 18.41.31  Page 8 



■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

今回の調査結果では、雇用には不足感がみられましたが昨年までの人員を確保しようとす

る勢いはやや弱まりました。来春の新規採用にも、企業は慎重な姿勢をとっています。景気

の先行きが不透明感を増していることが、その主な要因と思われます。しかし若年層や優れ

た技術や資格を有している人は不足しており、これらの人材を積極的に採用しようとする企

業が多くみられました。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 水産加工業は同業務・同条

件の企業が多く、転職が容易なため定着率が

悪い。若い労働力が不足しているので中国人

研修生などに頼らざるを得ない。

＜水産加工業＞ 冷蔵庫兼加工場の工場を建

設中である。増設により従業員を募集してい

るが、地域性からか応募がない。特に若い女

性作業員の採用が難しい。新工場に託児スペ

ースを確保し、今後は女性パートの採用に力

を入れたい。

＜製菓業＞ 新規採用者の定着率が悪い。採

用時に労働環境を説明しているが、「暑い」

「立ちっぱなしでつらい」と数日から１ヶ月

程度でやめてしまう。

＜製材業＞ 住宅着工戸数の減少などで人件

費を賄うだけの利益が見込めず、人材の確保

と育成ができない。

＜食品機械製造業＞ 技能職で新人を採用し

ても、一人前になるには６～７年以上かかり

即戦力とはならない。また途中で挫折するこ

ともある。そのため経験者の中途採用になる

が、企業としても新人を育成しなければなら

ない。

＜船舶用機械製造業＞ 極端な販売不振に陥

ったため、不本意ながら２割の人員整理を行

った。原油代の高騰は想像以上に業界に与え

る影響が大きく、死活問題である。

＜金属製品製造業＞ 雇用には季節変動があ

る。現在は適正であるが冬は過剰感がある。

そのギャップをどう解決するかが課題とな

る。

＜印刷業＞ 一般管理費の削減は人件費を除

き限界である。したがって、来年度より役員

報酬の大幅削減、課長以上の役職手当２分の

１以上カットにより、年間１０百万円の経費削

減を実施する。

＜製本業＞ 繁忙期は残業とパートで人員を

確保し、それ以外の時期は人が余らないよう

受注を確保する。しかし不況で仕事量の減少

が続くと人員削減も考えなければならない。

＜建設業＞ 優秀な技術職員がいなければ大

型官庁工事の受注は不可能である。職員高齢

化に備え、若手技術者の育成が課題である。

経営のポイント

若年層と技術者・有資格者は不足気味
〈企業の生の声〉

― ９ ―
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＜建設業＞ 売上が減少しているため人件費

の増加は避けたい。事務職がかなり不足して

おり、社員を適正に配置する。赤字の現場は

リストラも止むを得ない。

＜建設業＞ 毎年、自然減少分を新卒採用で

カバーしほぼ一定の雇用者数を確保してい

る。ここ数年は売り手市場で有能な人材を採

用が出来なかったが、あえて採用予定数を確

保することはしなかった。

＜土木工事業＞ 新卒者の採用を止めてから

１０年近くになり、職員の高齢化が進んでい

る。年齢構成を是正する必要があるが、景気

が良くならない限り新卒者の採用を再開でき

ない。

＜土木工事業＞ 従業員数はやや過剰である

が、一定数の技術者を確保しなければならず

思い切った人員削減を実施出来ない。また高

齢の技術職も多いが、将来を担う若手を雇用

できない。

＜土木工事業＞ 公共工事の減少で、過当競

争となり利益の減少、技術職員の過剰となっ

ている。対策として、今まで以上の経費削減

と人員の整理をおこなう。

＜土木工事業＞ 退職者が出るので若い職員

を採用したいが、売上減少が続き先行き不透

明のため様子を見るしかなく、世代の空白が

出来るが仕方ない。

＜左官業＞ 若い職人のなり手がいなくなっ

ているため、技術者が高齢化している。

＜電気工事業＞ 年々基礎学力が不足してい

るようなので、社内研修を充実させ技術力の

レベルアップを図っている。

＜建設コンサルタント業＞ 地質調査や土砂

災害防止の調査・設計など専門的知識技術の

育成に取り組んでいるが、期待通りにならな

い。一定水準の経験者を雇用することも検討

中である。

＜OA機器卸売業＞ 学生側の売り手市場が

続いており、営業職、システムエンジニア専

門職の優秀な人材の確保に苦戦している。

＜事務用品卸売業＞ 将来を考慮し、社員数

は多めに確保したいが余裕がない。技術の向

上、作業の効率化に全員で努めている。納期

が厳しいものについては残業やアルバイトで

対応しているが、自ら積極的に考え実行でき

る社員を望む。

＜燃料店＞ 新卒者の確保が難しい。中途採

用が多く平均勤続年数が短い。今後は企業の

イメージアップと給与改善を図り、良い人材

を受け入れたい。

＜スーパー＞ パートの賃金が上昇傾向にあ

り、確保しづらくなっている。魚・肉・青果

など専門職の定着が悪く不足気味である。新

卒者は小企業では育てる余裕がない。

＜電器店＞ 新卒者５名を採用したが、定着

率が悪い。中途採用も含め、少しでも質の高

い社員の雇用に努める。

経営のポイント

― １０ ―
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＜中古品小売業＞ 多店舗展開しており、店

舗責任者になることを前提に採用している。

従業員を統率しなくてはならないためアルバ

イト、パートからの昇格のほか、中途採用も

実施している。

＜家具店＞ 定年退職者を即戦力として再雇

用している。今後は専門知識を持って営業で

きる人材が必要となる。やる気のある人材を

中途採用するか、新規採用するか検討中であ

る。

＜貨物運輸業＞ 少子高齢化に伴い、労働者

の減少傾向が続くと思われる。１０～２０年後に

は派遣社員や外国人労働者の受入れも視野に

いれる。

＜都市ホテル＞ ここ数年、アルバイトなど

の経験者から社員への登用を実施している。

しかし以前に社員募集を中止した時期が続い

たため、歪んだ年齢構成となっている。

＜観光ホテル＞ スキルを有する人材の確保

に努める。高齢者の採用も一考であるが、ス

キルに加え何年くらい勤務が可能なのかの見

極めが求められる。

＜観光ホテル＞ 外国人客が多く、言葉への

対応が急務である。今後、採用者は英語の出

来る人材の確保を目指したい。またインター

ネットでの予約が２０％を超えており、パソコ

ンに習熟した人材を確保し集客につなげた

い。

＜自動車整備業＞ ２級以上の自動車整備士

の資格保持者が不足している。

経営のポイント

― １１ ―
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本誌の今年７月号に「サブプライム・ローン問題とその影響」と題し、米国における金融危機

問題の実情とその実体経済に及ぼす影響について解説を試みましたが、その後の事態の進展は予

想外で、急速かつスパイラルに悪化する株式市場と円高の様を見せ付けられ、前記解説の内容が

今となっては楽観的に過ぎたようで、まさに汗顔の思いです。一時的にしろ、日経平均株価が２６

年ぶりに７，０００円を割り込み、為替相場が１ドル９０円のゾーンへと独歩高を記録するような状況

下においては、サブプライム・ローン危機がわが国の実体経済に与える影響はもはや限定的とは

いえず、世界的には１００年来の大恐慌の襲来と捉える見方も有力になっています。

サブプライム・ローン問題が突きつけたわが国経済への直接的な被害や損失は、他の諸国に比

べるとそれ程大きなものではなく、その影響は一過性ないし限定的な段階に留まるはずでした

が、米国における金融危機と信用収縮がグローバルに各国に伝播し、かつ米国の景気後退が特に

新興国の輸出産業の成長に大きくブレーキを掛ける状況となり、その結果わが国の経済も一挙に

不況期に突入する事態となりました。そこで今回は、サブプライム・ローン問題に端を発した今

般の金融危機と経済の混乱について、改めて頭の中を整理してみたいと思います。そこから我々

の今後の進むべき道が見えてくるかもしれません。

◆グリード資本主義の行き詰まり

現在の資本主義は「グリード資本主義」に変質してしまったと、よく言われます。「グリード」

とは英語のgreedのことで、英和辞書を引くと、「欲張り」「貪欲」「強欲」といった意味合いである

ことが分かります。greed for moneyは「金銭欲」であり、the greed of the richといえば「金持ち

の強欲」を意味します。いずれも「欲望の塊」を連想させ、あまり良いイメージは湧きません。

したがって「グリード資本主義」という言い方には、自分の欲望を満足させるためには何でもあ

りという、資本主義下の社会体制や企業の経営姿勢などを非難するニュアンスが込められていま

す。

もとより資本主義には収益性（利潤）の追求という根本目的があり、豊かな生活を手にしたい

という人間が持っている本来的な欲求（desire）の実現をモチベーションとして発展してきたも

のですが、近代社会の形成過程においては、「社会一般の利益を損なわない」という範囲内での

行動が求められるようになりました。また、経済活動の中核はモノ作りに置かれ、個人消費のメ

ルクマールでいえば、自動車、家電製品、居住用住宅、各種情報機器といった生活に直結した財

産や、基礎的生産財としての鉄鋼、電力、エネルギー源の製造、開発に向けられてきました。少

なくとも１９８０年代あたりまでは…

ところが、米国が世界で唯一のスーパーパワーとなった１９９０年以降、自らに集中する膨大な投

資資金を背景に、米国は金融中心の経済活動によるグローバル経済の支配戦略を打ち出し、金融

工学を活用した新しい金融商品を次々と編み出して、世界の金融市場にそれをばら撒きました。

経営のアドバイス

グリード資本主義の終焉―我々はどこへ行くのか―
金融財政事情研究会研修センター主任講師

（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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その当時、NASAの宇宙開発事業縮小によって放出された工学系の頭脳が金融業界に迎えられ、

各種のデリバテイブや資産証券化等の商品の開発に大きく寄与したと言われています。折りしも

日本では過剰流動性が不動産投資に流れ、空前のバブル経済が出現した後、それが一挙に弾け散

った時にあたります。経営体力の弱った金融機関の立て直しが急がれる一方で、米国からの金融

市場自由化の要請が強まり、日本政府は金融機関に経営の自己責任を求めつつ、金融自由化へと

大きく舵を切り替えました。つまり米国発の新しい金融手法および商品が、わが国へも急激に流

入してきたのです。

このような状況のもと、モノ作りに足場を置かない企業経営の姿勢が顕著となり、手元の資金

を活用して最大限の金融利益の獲得を目指す「儲け主義経営」が跋扈する事態となりました。こ

れが行過ぎて「グリード資本主義」に至ったものと考えられます。儲けのための活用資金源が手

元資金であれば、その限りでは自分の体力の範囲内での投資であり節度ある経営姿勢が保たれま

すが、現在は、少ない元手に外部借入（レバレッジ）を上乗せして、それを最大限に運用し極限

の利益獲得を狙うという、ハイリスクな手法が駆使されています。際限のない利益獲得欲に経営

が危機にさらされることも、珍しくありません。こうなると経営はマネーゲーム化し、ギャンブ

ル的な動きさえ感じられます。「社会一般の利益に反しない」というルールは見失われ、あくなき

利益獲得欲が行動を支配します。グリードに支配された経営の本質はこんなところでしょう。

サブプライム・ローン問題の発生は、このグリード経営を根底から揺さぶりました。サブプラ

イム危機の内容を要約すれば、①高リスクのサブプライム住宅ローンと安全性の高いプライム住

宅ローン等を一束にした住宅ローン証券が作られ、CDO（債務担保証券）として売り出され

た、②そのCDOを更に束ねた二次的あるいは三次的CDOも売り出された、③それに付随して、

クレジット・デフォルト・スワップ（CDS）という証券の貸倒れ保険が大量に販売された、④結

果的に、証券化が本来有していたリスク分散機能が失われてしまった、⑤不良債権化した住宅ロ

ーンの所在が不明確となり、リスクの合理的な計量化が困難になった、⑥結局CDO市場全体に

信用収縮が発生しCDOが売買困難となった、ということになります。前回も述べたように

（２００８年７月号本誌）、サブプライム・ローンの実態は詐欺行為まがいのセールスに乗せられた債

務者が無謀な借入を行ったものでしたが、それが金融工学理論に裏打ちされたCDOという形の

金融商品に加工されると高い格付が付与され、それを信じた多くの投資家に売り払われたので

す。金融商品の設計者、ブローカー、オリジネーター（原住宅ローン債権者）、CDOの組成者お

よび販売者、それに格付業者やCDSの引受人など、債務者と最終投資家の間に介在する数多の業

者は、手数料や保証料等の名目で利益を十分抜き取り、かつ信用リスクから逃れています。彼ら

のことをプレデター（predator：捕食者）と名づけた解説書がありますが、まさしくホラー映画

のような世界を見るようです。金融工学という学問分野がどのようにして確立されたのか、浅学

の筆者にはよく分かりませんが、産業や資本主義社会を機能させる血液あるいは潤滑油としての

金融の役割を、単なるカネ儲けという目的に転化させてしまった咎は否めず、理系の頭脳が投資

家等の心理を軽視した又は読みきれなかった点に大きな失策があったというべきでしょう。

サブプライム危機は、CDO投資の破綻だけに留まらず実体経済へも思わぬ波及をもたらし、
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甚大な社会的損失を招来させました。ことここに至り、グリード経営は完全に行き詰まりを見せ

ており、今般の事態はそれを見直す契機になりそうです。

◆破綻した投資銀行のビジネスモデル

今般のサブプライム・ローン問題にかかる金融危機で発生した特徴的な出来事は、専業の投資

銀行が消滅したことです。２００８年９月、最後に残った全米首位のゴールドマン・サックスと同２

位のモルガン・スタンレーが、投資銀行専業の看板を下ろし銀行持株会社へ転換したことで、

１９３３年のグラス・ステイ―ガル法による商業銀行と投資銀行の分離政策（銀証分離）に基づき発

足した専業投資銀行は姿を消しました。

投資銀行（investment bank）とは、個人等から預かった預金を元手に融資業務を行うことで収

益の大部分を賄う商業銀行（commercial bank）と区別するための用語で、顧客企業の有価証券発

行による資本市場からの資金調達をサポートし、合併や買収（M&A）などの財務戦略でのアド

バイスを業務とする金融機関を指し、個人向けの業務は行いません。したがって、銀行というよ

りも法人向けの証券会社のイメージに近いといえます。また投資銀行業務には、前記のような顧

客企業への資本市場からの資金調達やM&Aについての助言のほか、各種保有資産の流動化（不

動産や債権の証券化など）による資金調達支援業務、金利や為替等のデリバテイブ商品を用いた

財務リスクヘッジの業務があり、このほかにも、投資銀行業務とは呼べないものの、顧客あるい

は自己勘定のための有価証券やデリバテイブ商品を対象としたトレーデイング業務があり、最近

では本来業務よりもトレーデイング部門の収益貢献度が高まっていました。

米国では１９８０年代以降グラス・ステイ―ガル法が改正され、商業銀行と投資銀行の銀証分離規

制が緩和された結果、商業銀行による投資銀行の合併や商業銀行による証券子会社設立の動きが

顕著になり、両銀行間の垣根は低くなりました。

ここで米国の主要投資銀行の盛衰の様子を、参考までに紹介しましょう。

・ファースト・ボストンのクレデイ・スイスによる買収（１９８８年）

・ソロモン・ブラザーズのトラベラーズ・グループによる買収（１９９７年）

なお、トラベラーズ・グループはその後さらに、シテイ・グループに合併されました。

・ベインウェバーのUBSによる買収（２０００年）

・ベアー・スターンズのJPモルガン・チェースによる買収（２００８年）

・リーマン・ブラザーズの倒産（２００８年）

・メリルリンチのバンク・オブ・アメリカによる買収（２００８年）

・ゴールドマン・サックス、モルガン・スタンレーの銀行持株会社化（２００８年）

今般の金融危機では、リーマン・ブラザーズだけが公的支援の対象外に置かれて倒産の憂き目

に会いましたが、却ってインターバンクの信用収縮が増大して公的支援策の上積みが図られる結

果となりました。一方商業銀行では、シテイ・グループ、バンク・オブ・アメリカ、JPモルガン

・チェース等の主要行が、競って投資銀行業務を積極的に展開してきました。

米国以外の主要国たとえば欧州では、銀証分離の規制がなかったので、商業銀行が投資銀行業
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務を併営しているケースが一般的であり、スイス系のUBSやクレデイ・スイス、フランス系の

BNPパリバ、英国系のHSBC、ドイツ系のドイツ銀行等が有名です。

日本では、従前より大手証券会社が投資銀行業務を扱ってきましたが、旧証券取引法６５条の銀

証分離規定が金融商品取引法制定により廃止されたため、現在は大手銀行による投資銀行業務へ

の進出が顕著となっています。

前述のとおり、最近の投資銀行のビジネスモデルは、本来の資金市場からの資金調達やM&A

にかかる助言仲介業務から、少ない元手に高いレバレッジ（外部借入）をかけて収益をかさ上げ

するトレーデイング業務に傾斜していました。この結果投資銀行は、リスク資産が膨らみ資本不

足が顕著となったので、外部資本の導入、株式公開、合併などで資本増強を図ってきました。一

方、レバレッジの中味はコマーシャル・ペーパー（CP）、ミデイアム・ターム・ノート、コミッ

トメント・ライン等の短期借入が主体で、これらをバックにリスク資産を膨らませた結果、流動

性の確保が難しくなると直ちに破綻に陥るリスクを構造的に抱えていました。サブプライム・ロ

ーン問題から発生した金融危機は、投資銀行業務のこのような脆弱部分を直撃し、大手専業銀行

が次々と市場から退場する事態となったのです。

これからの投資銀行業務は、グリード経営そのものといえる飽くなき欲望追求姿勢から脱却

し、本来の助言仲介業務を中核に据えた堅実経営に立ち返るべきでしょう。

◆サブプライム危機の特異性

今般のサブプライム・ローン破綻に起因する金融危機には、これまでの危機に比べていくつか

の特異性があります。

第一に、米国で組成された証券化商品が、米国内外の機関投資家や金融機関に広く大量に販売

され、米国内の住宅関連不良債権問題がグローバルに波及したことです。この結果、問題の解決

には各国政府や中央銀行間の、これまでにない密接なコーワークが要求されています。

第二に、これらの証券化商品の流通価格が大きく低下するにつれ、投資銀行や格付機関のプラ

イシングおよび信用リスク分析能力に機関投資家が疑念を持ち始め、住宅ローンの証券化商品の

みならず、CMBS（商業用不動産ローン担保証券）、一般社債、CDS（クレジット・デフォルト

・スワップ）等のクレジット商品全般に価格下落が波及し、極端な信用収縮が起こっていること

です。一部の商品については買い手が消えてしまい、価格自体が付かない異常な事態となってお

り、それを抱える金融機関等の資産査定ができない状況にあります。このことは、今般の危機を

解決するための要件である損失額の見積りを著しく困難にしています。

第三に、インターバンクのカウンターパーテイ・リスクへの懸念が高まり、インターバンク市

場が機能不全に陥って、複数の金融機関の破綻リスクが極めて大きくなったことです。結果とし

て、問題金融機関への公的資金の投入や国有化等が要請されています。

サブプライム・ローンの証券化プロセスにも、情報開示にかかる問題点がいくつか指摘されて

います。ここではそのうちのOTDモデルと格付の問題点を紹介します。

OTDとはオリジネート・トウー・デイストリビュート（originate to distribute）の略で、OTDモ
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デルとは、今般の金融危機の重要な要因を金融機関の役割の変化に求める説明モデルです。

OTDとは、簡単にいえば売却（distribute）を前提にローンを組成すること（originate）を意味し

ます。この考え方によれば、金融機関は証券化対象の信用リスク移転商品であるローンの組成、

組合せ、引受等の際の手数料でビジネスをしているのであって、その後の当該商品のリスクを負

うわけではなく、したがってOTDに徹すれば、金融機関には、従来のように信用リスク情報に

注意を払いローンの最終保有者を予想以上の損失から守るというインセンテイブが働かなくなる

というものです。この説明には反対意見もありますが、サブプライム・ローン問題の無責任性を

衝く興味ある見方といえます。

格付がうまく機能しなかったという点を問題視する意見もあります。金融機関がリスクを抑え

るインセンテイブを失っても、投資家が適正な格付によって正確なリスク情報を得ることができ

れば問題は回避されたかもしれず、格付のあり方が問われるべきであるとする意見であり、金融

工学的な理論値をいかに評価するかという点も含めて、今後とも多方面から検討されるべきでし

ょう。

◆実体経済への影響と対策－我々はどこへ行くのか

サブプライム・ローン問題は単なる金融市場の混乱の域を超えて、わが国の実体経済へも深刻

な影響を及ぼしています。米国経済の後退が明確になるにつれ、米国向けの輸出が減り始めまし

た。わが国からの輸出に限らず、中国や韓国、インドなど、新興国からの対米輸出も落ち込み始

め、それが巡り来てわが国経済へもマイナスの影響を与えています。

円高も大きく影響します。円キャリー取引の手仕舞いに伴い米ドルを売って円を買う動きが強

まる一方、先進国中で経済が比較的安定していると見られている日本円に投資が向かい、ユーロ

を始めとする諸外国通貨に対して円が独歩高の様相を見せています。円高は当然輸出関連企業の

業績を直撃し、株式市場の下落をもたらします。

株式市場は、金融関連株の急落からスタートし、金融収縮と業績悪化の懸念から不動産・建設

株に連鎖、電機、自動車等の輸出関連株のほか全銘柄の価格が大幅に落ち込み、それが各企業の

保有株式の評価額下落に跳ね返り、２００９年３月期の企業業績予想が悪化するというスパイラルな

悪影響が目立ちます。まさに八方塞がり、これを受けて政府は緊急経済対策を発表しましたが、

２兆円規模の交付金給付がどの程度個人消費の増加に回るのか疑問ですし、中小企業への資金繰

り対策として保証協会の保証枠を増やしたり、金融検査マニュアルの債務者区分基準を一部緩和

して中小企業融資の貸し渋りを回避させる等々の対策は、その場凌ぎの感を拭えません。自己資

本比率の低下が懸念される金融機関に対する公的資金の投入も再開の意向ですが、果たしてどの

くらいの利用があるでしょうか。

この点、企業会計基準委員会が発表した時価会計基準の見直しは、いささかご都合主義の面が

ありますが、決算対策上は有効でしょう。少なくとも、投売り的な状態となっている証券化商品

の時価として経営者が合理的に計算した価格を用いることを認めることは、効果的な面があると

思われます。

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４９／本文／０１２～０１７　経営のアドバイス（高橋）  2008.11.14 16.14



経営のアドバイス

― １７ ―

さて、このような経済情勢の下で、我々はどのように行動すべきでしょうか。麻生首相は、日

本経済は全治３年と宣告しましたが、その割にはわが国経済や社会の進むべき方向は示していま

せん。結局我々は、ハラを決めて自分自身で問題解決に当たるしかないようです。今般の経済危

機は、黙って嵐の過ぎ去るのを待つだけでは状況の好転は期待できません。必死に先を読み、積

極的に業績改善の具体策を講じて、現状を打開する取組みこそが強く望まれます。

国土交通省北海道局諮問機関「アジアに開かれた産業形成・物流戦略等検討委員会」が過般発

表した報告によると、道央圏を物流集積拠点として整備し、北米地区やロシア方面との定期輸送

網強化を働きかけることが打ち出されています。小生はこれに加えて、北海道は日本の食糧生産

基地であるべきと考えます。農水産業、酪農業分野での創意工夫が期待されるところです。お上

からの沙汰を待って行動するのではなく、自ら企画し行動に移して行く姿勢こそが、これからの

北海道を支えて行くことになるでしょう。

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４９／本文／０１２～０１７　経営のアドバイス（高橋）  2008.11.14 16.14



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 １０１．０ ０．１ ９９．１ ３．９ ９９．５ ０．１ ９８．８ ３．６ ９７．５ △１．６ ９４．６ ２．９
１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ ９５．６ △１．９ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０４．４ ９．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．５ ０．６ １０８．０ ２．６ １０４．４ △０．３ １０８．６ ３．１ １０１．８ △２．５ １００．７ ２．１

１９年７～９月 １０３．１ ０．０ １０８．２ ２．６ １０２．１ △１．１ １０８．４ ２．８ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０～１２月 １０３．１ △０．５ １０９．２ ３．３ １０３．０ △１．１ １０９．９ ４．４ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年１～３月 １０７．７ ２．２ １０８．４ ２．３ １０８．７ ３．０ １０９．４ ３．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４～６月 １０５．２ １．２ １０７．５ １．０ １０７．５ ３．９ １０８．４ １．２ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７～９月 p１０４．１ １．２ p１０６．２ △１．３ p１０３．３ １．４ p１０６．４ △１．４ p１０５．３ ４．３ p１０７．５ ３．１

１９年 ９月 １０２．８ △１．３ １０７．９ ０．２ １０３．０ △０．５ １０８．４ １．０ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０月 １０２．７ ０．０ １１０．０ ５．３ １０２．９ ０．２ １１０．１ ６．３ １０１．８ △２．６ １０４．９ １．８
１１月 １０３．５ １．０ １０８．４ ３．２ １０２．６ △０．６ １０９．１ ３．５ １０３．４ △０．５ １０５．８ ２．７
１２月 １０３．２ △２．６ １０９．１ １．５ １０３．５ △２．５ １１０．６ ３．３ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年 １月 １０９．１ ３．３ １０８．５ ２．９ １０８．８ ４．０ １１０．０ ３．９ １０５．４ △２．７ １０５．３ １．９
２月 １０９．１ ５．０ １１０．２ ５．１ １１１．９ ８．０ １１１．３ ５．８ １０３．０ △２．４ １０５．４ ２．３
３月 １０５．０ △１．２ １０６．５ △０．７ １０５．５ △２．２ １０７．０ ０．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４月 １０４．７ ０．７ １０６．３ １．９ １０７．０ １．５ １０８．０ ２．８ ９９．４ △２．７ １０４．２ １．０
５月 １０５．２ ０．６ １０９．３ １．１ １０６．３ ２．８ １１０．２ １．７ ９９．２ △０．６ １０４．７ １．５
６月 １０５．６ ２．２ １０６．９ ０．０ １０９．１ ７．４ １０６．９ △０．６ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７月 １０７．４ ４．８ １０８．３ ２．４ １０８．７ ８．８ １０８．９ ３．１ １０２．０ ４．０ １０５．８ ２．２
８月 r１０３．８ △１．１ r１０４．５ △６．９ r１０１．１ △２．９ r１０４．９ △６．８ r１０３．２ ４．３ r１０５．５ １．７
９月 p１０１．０ ０．０ p１０５．８ ０．４ p１００．０ △１．４ p１０５．３ △０．６ p１０５．３ ４．３ p１０７．５ ３．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，８０５ △２．６ ２１２，５５７ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２９１ △０．８ ６４４，８５７ △２．１ １２８，２６６ △１．１

１９年７～９月 ２２９，６２１ △３．１ ５１，２３３ △２．０ ７３，６８２ △４．２ １９，６７８ △２．３ １５５，９３８ △２．５ ３１，５５５ △１．９
１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９

２０年１～３月 ２３０，４１９ △２．９ ５２，０４１ △０．３ ７４，７６６ △３．３ ２０，４６２ △０．９ １５５，６５３ △２．８ ３１，５７８ ０．１
４～６月 ２２３，６３４ △５．５ ５０，６７１ △２．７ ６７，５５３ △７．０ １９，２２８ △４．４ １５６，０８１ △４．８ ３１，４４４ △１．６
７～９月 p２２３，５７２ △４．４ p ５０，７７５ △２．０ p ６９，９４５ △３．０ p １９，０１７ △３．２ p１５３，６２７ △５．１ p ３１，７５８ △１．３

１９年 ９月 ７３，５３９ △３．０ １５，９２７ △２．０ ２４，１０１ △３．７ ６，０２８ △２．７ ４９，４３８ △２．７ ９，８９９ △１．５
１０月 ７７，４１４ △５．２ １７，１６１ △１．７ ２６，３３４ △４．７ ６，８６２ △１．６ ５１，０８０ △５．４ １０，２９９ △１．８
１１月 ７８，３１１ △１．４ １８，１２４ ０．４ ２６，０１１ △２．０ ７，５６５ ０．８ ５２，３００ △１．１ １０，５５９ ０．１
１２月 １０５，２０２ △１．９ ２２，６７５ △１．５ ３５，０６６ △４．６ ９，５９２ △２．２ ７０，１３７ △０．５ １３，０８３ △１．０

２０年 １月 ８０，１９４ △４．８ １８，７９９ △２．０ ２６，２８０ △３．８ ７，３９９ △２．１ ５３，９１４ △５．３ １１，４００ △２．０
２月 ６７，８９０ △２．８ １５，５３９ １．２ ２０，９１４ △３．６ ５，８３３ １．０ ４６，９７６ △２．５ ９，７０６ １．４
３月 ８２，３３５ △１．２ １７，７０３ ０．２ ２７，５７１ △２．６ ７，２３１ △１．２ ５４，７６３ △０．４ １０，４７２ １．３
４月 ７４，８５６ △５．３ １６，８１２ △２．２ ２２，７３５ △５．８ ６，３８１ △３．４ ５２，１２１ △５．０ １０，４３１ △１．５
５月 ７４，７９７ △４．７ １６，９５１ △２．０ ２２，４９１ △５．１ ６，４０５ △２．５ ５２，３０５ △４．５ １０，５４６ △１．７
６月 ７３，９８２ △６．５ １６，９０８ △４．０ ２２，３２７ △９．９ ６，４４２ △７．３ ５１，６５５ △４．９ １０，４６６ △１．７
７月 ７８，５７５ △３．０ １８，６６１ △０．７ ２５，９４０ △２．２ ７，７１６ △２．３ ５２，６３５ △３．４ １０，９４５ ０．５
８月 r ７４，８９５ △３．７ r １６，５３１ △２．２ r ２１，７８８ △１．４ r ５，５６７ △２．９ r ５３，１０７ △４．６ r １０，９６４ △１．８
９月 p ７０，１０２ △６．７ p １５，５８３ △３．３ p ２２，２１８ △５．４ p ５，７３４ △４．６ p ４７，８８４ △７．３ p ９，８４８ △２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４９／本文／０１８～０２０　主要経済指標  2008.11.17 18.43.24  Page 18



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．７ ７５，１６１ △１．０ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６
１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８

２０年１～３月 ９３，８３２ △１．５ １７，７９８ △０．９ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６
４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１
７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０

１９年 ９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △１．２ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △２．４ ６，０８９ △０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１
１２月 ３５，８０７ △２．８ ６，５７８ △１．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８

２０年 １月 ３１，２１４ △２．６ ５，８４１ △１．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２
２月 ３０，００８ △０．９ ５，６５５ △０．５ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６
４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ １０２．４９ １３，８５０
５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９
６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１
７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３
９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス・ストア販売額の前年同月比は既存店ベ
ースによる。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９
１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９

２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７
４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ △０．１ １８，２８４ △４．１ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５
７～９月 ４０，０４８ △２．４ １１，００３ △１３．９ １７，５０３ ４．０ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △１．５

１９年 ９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △１．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６
１２月 ９，４４８ △８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △７．７

２０年 １月 ９，７４４ △０．３ ２，６６７ △０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △２．５ ３２０，０８４ ３．８
２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０
４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４
５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６
６月 １４，６７６ △５．８ ３，９１４ △１．５ ６，３５１ △１２．０ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △２．５
７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ １．５ ７，５５３ ９．３ ３，９２２ △０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △８．９ ２，４８２ △２５．３ ４，１５３ △２．１ ３，０３０ △０．５ ２５５，２９５ △８．０
９月 １４，４９０ △４．９ ４，１０３ △１９．７ ５，７９７ ２．０ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △４．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １９ ―
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４
１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０

２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８
４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３
７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９

１９年 ９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △４．３ １０，０３９ ０．９
１２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △１．１ １０，９５１ △３．３

２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △３．５ ９，４８９ １１．４
２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２
４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５
５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１
６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７
７月 ３，６８８ △５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △２．３ ９，２５３ △６．０ ７，７５８ △１３．０
９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △４．２

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８０４ △２．１ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６
１０～１２月 ３，０３２ △２．４ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１

２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０
４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９
７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４

１９年 ９月 １，２９９ △０．７ ０．５５ １．０１ ４．７ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５５ １．００ ↑ ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４１ ０．１ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ ５０ ２８．２ １，２１３ １１．２
１２月 ９５１ ２．８ ０．４９ １．００ ↓ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △１．０

２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ ↑ ３．９ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６
２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０
４月 ８０８ △１．５ ０．４６ ０．８６ ↑ ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４
５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ ５．０ ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５
６月 １，１２３ △３．０ ０．４４ ０．７９ ↓ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７
７月 １，１７２ △４．３ ０．４４ ０．８０ ↑ ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２
９月 １，２３２ △５．２ ０．４７ ０．８２ ↓ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４９／本文／０１８～０２０　主要経済指標  2008.11.17 18.43.24  Page 20
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●道内経済の動き�

●雇用の現状について�

●グリード資本主義の終焉ー我々はどこへ行くのかー�

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４９／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2008.11.17 18.48.21  Page 1 


